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官庁施設の企画書及び企画書対応確認書の標準的書式 
 
 
 
１．目的 

 

本書式は、「営繕事業のプロジェクトマネジメント要領」（平成１８年３月３１日国営

整第１６６号）に基づく企画内容の明確化及び設計審査の効率的かつ適正な実施のため

に用いる標準的な書式を示すことにより、営繕事業の企画立案及び設計マネジメントの

最適化を図り、もって営繕事業に係る設計の品質確保と、事業の円滑な実施に資するこ

とを目的とする。 

 

 

２．企画書（企画内容の明確化を図るためのもの）について 

 

企画書は、施設に関するニーズに対応するために営繕工事が必要となる場合に、発注

者が事業目標の達成に必要な内容を記入するものである。 

企画書の標準的書式を別紙１に示す。 

 

 

３．企画書対応確認書（設計審査の効率化・適正化を図るためのもの）について 

 

企画書対応確認書は、受注者が作成した設計案が、企画書の内容に対応していること

を受発注者間で確認するためのものである。 

企画書対応確認書の標準的書式を別紙２に示す。 

 



（別紙１）
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企　画　書　の　標　準　的　書　式



標準的書式を用いる場合の企画書の作成及び運用に関する基本的な事項について、以下のとおり示
す。事業の特性に応じて、適切に作成及び運用すること。

Ⅰ．全体共通事項
・
・

Ⅱ．計画概要
・
・
・

Ⅲ．企画書（受注者提示用）

【０　企画書の運用に当たっての留意事項】
・ 企画書の位置づけを受発注者間で明確化するために受注者に提示する。

【１　プロジェクトの視点】
・ 業務を実施するうえでの与条件として、受注者に提示する（必要に応じ、別添にてイメージ図等を

添付する）。

（事業目標）
・ 事業目的を達成（施設のニーズを充足）するための事業目標を記入する。
・ 原則として、次の２つの内容については記入する。

　　①施設整備による効果が総合的に発揮された結果として期待される行政サービスの改善目標
　　②施設整備を行ううえでの官庁営繕事業としての目標

（重点整備項目）
・ 事業目標を達成するために、重点的に整備し、設計・施工を通じて重点的に審査・確認すべき項目

を記入する。
　※人命、財産等の安全確保、行政事務の円滑な実施に係る根幹的事項（例：建物内への雨水浸入防止等）
　　は、当然のこととして本項目には含めない。
　※発注者としてその必要性及び実現性について十分な検討を行ったうえで、事業目標の達成に不可欠な
　　具体的な内容を記入する。

（上記の背景となる事項）
・ 地域・敷地・施設の特徴等を踏まえ、事業の目標及び重点整備項目の背景となる事項を記入する。

（その他留意すべき事項）
・ その他事業目標の達成に向け、受注者が留意すべき事項について記入する。

　※企画内容の検討過程で発注者として「重点整備項目」に次いで重要性が高いと認識している事項を
　　記入する。

【２　水準適用表】
・ 官庁施設の基本的性能基準等（官庁施設の環境保全性基準、官庁施設の総合耐震・対津波計画基

準、官庁施設の防犯に関する基準、官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準を含む。以下同
じ。）に基づき、施設及び室等の分類に応じて確保が必要となる性能の水準を定め、業務を実施す
るうえでの与条件として、受注者に提示する。

（２－１　水準適用表（施設））
・ 施設（建物（附属棟がある場合は附属棟を含む。）及び外部空間）について、確保が必要となる性

能の水準の分類を「建物及び外部空間の要求水準」欄に記入する。
・ 性能の水準のみでは表現できない特記すべき事項がある場合は、「特記事項」欄に記入する（必要

に応じて欄を追加又は図表等を添付する）。

標準的書式による企画書の作成及び運用に当たっての留意事項

記入の内容について、業務期間中に変更が生じた場合は、受注者と協議するものとする。
記入に当たっては、事業目標の達成に向けて｢遵守事項とする事項｣、｢参考とする事項｣、｢業務契約
後精査が必要な事項｣等、その扱いの違いが明確となるように表現する。

プロジェクト管理委員会等の内部説明に用いる。
企画立案段階（事業化以降）において、営繕計画書に基づき計画概要を記入する。
特筆すべき施設整備のニーズ及び地域・敷地・施設の特徴等を踏まえた事業の特性を記入する。



（２－２　水準適用表（室等））
・ 室等（室又は空間）について、確保が必要となる性能の水準の分類を「要求水準分類」欄に記入す

る。
・ 性能の水準のみでは表現できない特記すべき事項がある場合は、「特記事項」欄に記入する（必要

に応じて欄を追加又は図表等を添付する）。
・ 性能の水準が同じ室等については、まとめて記入してもよい。
・ 特記すべき室等の概要・要件がある場合は、「室の概要・要件」欄に記入する。

【３　面積表】
・ 室等ごとの面積を｢企画（計画）面積｣に記入し、業務を実施するうえでの与条件として、受注者に

提示する。
・ ｢示達（予算）面積｣、｢要望面積｣及び｢企画（計画）面積に至る調整内容｣は、施設管理者等との調

整時に用いる。

【４　施設要件】
・ その他、事業目標の達成に必要な施設整備に係る事項を記入し、業務を実施するうえでの与条件と

して、受注者に提示する。
・ 項目等は適宜修正して用いる。
・ 「具体的内容」欄は、動線計画、配置計画、各室相互の関係等の具体的な内容を提示する場合等に

用いる。

【５　コスト配分表】
・ 各工事分野間及び各分野における各項目間のコスト配分バランスのコスト管理上の指標として、受

注者に提示する。
・ 記入に当たっては、｢官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイドライン｣（平成26年3月19日

国営整第234号、国営設第132号）を参照する。
・ 表により難い項目がある場合は、適宜修正する。ただし、その場合は企画書対応確認書の書式も併

せて修正する。

【６　敷地の状況】
・ 事業の特性に応じて、必要な部分について記入し、業務を実施するうえでの与条件として、受注者

に提示する。
・ 記入していない部分については、受注者が業務契約後に適宜精査すべき事項として受注者に提示す

る。



項　目

予定敷地 （ ）

敷地面積 （ ）㎡

地域・地区 （ ） ）％ ）％

（ ）

（ ）

庁舎 （ ）

附属棟 （ ）

車庫 （ ）

駐輪場 （ ）

予算科目 （ ）

予算額 （ ）千円

年度

　予算

（既存庁舎の建築年次：　　　　　　　年）

規模・構造

内 容

敷　地

容積率（ 建ぺい率（

○○国債

○○ 計○○ ○○ ○○予算

整備工程

8

調査

設計

工事

H○○
4

単歳

5 6 11 127

事業の特性

施設整備
ニーズ

（背景）

計画概要

備考

備考

9 10
H○○

1 2 3 4



企　画　書

プロジェクト名
又は

業務名称

○○地方整備局　営繕部



０　企画書の運用に当たっての留意事項

１　プロジェクトの視点

２　水準適用表

　２－１　水準適用表（施設）

　２－２　水準適用表（室等）

３　面積表

４　施設要件

５　コスト配分表

６　敷地の状況
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【全体共通事項】
・ 企画書は、業務の適切かつ確実な実施を図ることを目的とし、事業目標の達成に必要な内容、業務を

実施するうえでの与条件等を示すものである。
・ 企画書に記入の内容について、業務期間中に疑義が生じた場合又は与条件として示された内容を変更

する必要性が生じた場合は、調査職員と協議するものとする。

【１　プロジェクトの視点】
・ 業務を実施するうえでの与条件として提示するものである。

（事業目標）
・ 事業目的を達成するための目標を示す。

（重点整備項目）
・ 事業目標を達成するために、重点的に整備し、設計・施工を通じ重点的に審査・確認を行う項目を示

す。
　※人命、財産等の安全確保、行政事務の円滑な実施に係る根幹的事項（例：建物内への雨水浸入防止等）は
　　当然のこととして本項目には含めていない。

（上記の背景となる事項）
・ 地域・敷地・施設の特徴等を踏まえ、事業の目標及び重点整備項目の背景となる事項を示す。

（その他留意すべき事項）
・ その他事業目標の達成に向け、留意すべき事項を示す。

【２　水準適用表】
・ 官庁施設の基本的性能基準等（官庁施設の環境保全性基準、官庁施設の総合耐震・対津波計画基準、

官庁施設の防犯に関する基準、官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準を含む。以下同じ。）
に基づく施設及び室等の分類に応じた性能の水準について、業務を実施するうえでの与条件として提
示するものである。

（２－１　水準適用表（施設））
・ 施設（建物（付属棟がある場合は付属棟を含む。）及び外部空間）について、確保が必要となる性能

の水準及びその他の特記事項を示す。

（２－２　水準適用表（室等））
・ 室等（室又は空間）について、確保が必要となる性能の水準及びその他の特記事項を示す。

【３　面積表】
・ 室等ごとの面積について、業務を実施するうえでの与条件として提示するものである。

【４　施設要件】
・ その他、事業目標の達成に必要な施設整備に係る事項について、業務を実施するうえでの与条件とし

て提示するものである。

【５　コスト配分表】
・ 各工事分野間及び各分野における各項目間のコスト配分バランスのコスト管理上の指標として、提示

するものである。

【６　敷地の状況】
・ 記入している部分については、業務を実施するうえでの与条件として提示するものである。
・ 記入していない部分については、受注者が業務契約後に適宜精査すべき事項として提示するものであ

る。

０　企画書の運用に当たっての留意事項



項目 内 容

（行政サービス上での改善目標）

（官庁営繕事業としての目標）

１　プロジェクトの視点

事
業
目
標

重
点
整
備
項
目

そ
の
他
留
意
す
べ
き
事
項

上
記
の
背
景
と
な
る
事
項



建物
(庁舎)

建物
(　)

外部
空間

分　類 分　類 分　類

地域性 地域性 Ⅰ･Ⅱ

景観性 景観性 Ⅰ･Ⅱ

長寿命 ○･－

適正使用・適正処理 ○･－

ｴｺﾏﾃﾘｱﾙ ○･－

省ｴﾈﾙｷﾞｰ・省資源 ○･－

地域生態系保全 ○･－

周辺環境配慮 ○･－

構造体 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

 建築非構造部材 Ａ･Ｂ

建築設備 甲･乙

対津波 ○･－

構造体 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

 建築非構造部材 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

建築設備 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

構造体 ○･－

対落雷 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

常時荷重 ○･－

機能維持性 機能維持性 Ⅰ･Ⅱ

防犯性 防犯性 ○･－

移動 ○･－

操作 ○･－

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ ○･－

衛生環境 ○･－

振動 風 ○･－

情報化対応性 情報化対応 情報交流機能 Ⅰ･Ⅱ･－

構造体 ○･－

 建築非構造部材 ○･－

建築設備 ○･－

ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨ Ⅰ･Ⅱ

作業性 ○･－

更新性 ○･－

凡例：「Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」、「Ａ、Ｂ」及び「甲、乙」は、官庁施設の基本的性能基準等に定める性能の水準の分類を示す。

　　　「○」は、官庁施設の基本的性能基準等に定める性能の水準の「適用」を示し、「－」は、「適用外」を示す。　　　　　

２－１　水準適用表（施設）

大項目 中項目 小項目

社会性

防災性

外部空間、建築
及び建築設備

特記事項

建物及び外部空間の要求水準

耐震

対火災
火災時の
避難安全確保

Ⅰ･Ⅱ

要求
水準
分類
種類

耐風

耐雪・耐寒

経済性

耐用性
耐久性

保全性

○･－

環境
保全性

機能性

利便性

室内環境性

安全性

環境負荷
低減性

周辺環境
保全性



要求水準 要求水準 要求水準 要求水準

分類種類 分類 分類 分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

対浸水 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

音環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

光環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

熱環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化
対応

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

要求水準 要求水準 要求水準 要求水準

分類種類 分類 分類 分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

対浸水 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

音環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

光環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

熱環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化
対応

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

要求水準 要求水準 要求水準 要求水準

分類種類 分類 分類 分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

対浸水 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

音環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

光環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

熱環境 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化
対応

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

凡例：「Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」は、官庁施設の基本的性能基準等に定める性能の水準の分類を示す。

　　　「○」は、官庁施設の基本的性能基準等に定める性能の水準の「適用」を示し、「－」は、「適用外」を示す。　　　　　

情報処理機能

特記事項

安全性

防災性

対火災

機能性

室内
環境

空気環境

振動

特記事項

大項目 中項目 小項目

特記事項

（室名） （室名） （室名）

特記事項 特記事項

機能性

室内
環境

空気環境

振動

情報処理機能

特記事項

安全性

防災性

対火災

特記事項 特記事項 特記事項

２－２　水準適用表（室等）【形式１】

大項目 中項目 小項目

（室名） （室名） （室名）

機能性

室内
環境

空気環境

振動

大項目 中項目 小項目

（室名） （室名）

情報処理機能

安全性

防災性

対火災

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

室の概要
室の要件

（室名）



防
犯
性

情
報
化

対
応

耐
火

初
期
火
災
の

拡
大
防
止

人
の
動
作
及
び

設
備
振
動

交
通

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

－

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

－

Ⅰ

Ⅱ

－

○

－

○

－

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

－

室名 室の概要・室の要件

凡例：「Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」は、官庁施設の基本的性能基準等に定める性能の水準の分類を示す。

　　　「○」は、官庁施設の基本的性能基準等に定める性能の水準の「適用」を示し、「－」は、「適用外」を示す。　　　　　

要求水準分類種類

室
内
環
境

振動

防
災
性

音
環
境

光
環
境

熱
環
境

空
気
環
境

対
浸
水

防
犯
性

特記事項

要求水準分類

２－２　水準適用表（室等）【形式２】

安全性 機能性

情
報
処
理
機
能

対火災

大項目

中項目

小項目



面積　計 0 0 0

３　面積表

室　　　名 要望面積（㎡） 企画（計画）面積に至る調整内容 備　考
企画（計画）
面積（㎡）

示達（予算）
面積（㎡）



施設規模等 【庁舎】

構造（ ）造 地上（ ）階 地下（ ）階 延床面積（ ）㎡

【附属棟】

構造（ ）造 地上（ ）階 地下（ ）階 延床面積（ ）㎡

【車庫】

構造（ ）造 地上（ ）階 地下（ ）階 延床面積（ ）㎡

駐車台数（ ）台 ）台｝

【駐輪場】

構造（ ）造 地上（ ）階 地下（ ）階 延床面積（ ）㎡

必要駐輪台数 ）台 ）台

入居官署等 【入居官署】

（ ）　　（ ）

（ ）　　（ ）

【入居人員】

（ 官署名 ） 職　員（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

非常勤（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

その他（ ）人

（ ） 職　員（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

非常勤（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

その他（ ）人

（ ） 職　員（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

非常勤（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

その他（ ）人

（ ） 職　員（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

非常勤（ ）人 ｛男性（ ）人 女性（ ）人｝

その他（ ）人

【来庁者数】

（ 官署名 ） 平　均（ ）人/日 ｛男性（ ）人/日 女性（ ）人/日｝

（ ） 平　均（ ）人/日 ｛男性（ ）人/日 女性（ ）人/日｝

（ ） 平　均（ ）人/日 ｛男性（ ）人/日 女性（ ）人/日｝

（ ） 平　均（ ）人/日 ｛男性（ ）人/日 女性（ ）人/日｝

※来庁者数が少ない場合は、適宜「人/日」を「人/月」に変更する

【入居官署等の管轄区域等】

【入居官署相互の関連】

外部空間等 【必要駐車台数】

屋外（ ）台以上

【交通条件】

　・官用車

（ 官署名 ） 車両の規格（ ）　　台数（ ）台

車両の規格（ ）　　台数（ ）台

　・駐車場利用数（来庁者）

（ 官署名 ）平均（ ）台/日（又は月）

　・駐車場等使用者（来庁者以外）

（ 官署名 ） 塵芥収集　　（ ）回/週 車両の規格 ）

郵便等集配　（ ）回/週 車両の規格 ）

物品搬入等　（ ）回/週 車両の規格 ）

（ ）（ ）回/週 車両の規格 ）

【近隣特性】

【動線計画】

【配置計画】

【その他】

　・外観イメージ、素材イメージ

内部空間 【動線計画】

【階層計画】

【各室相互の関係】

設備機能 【機械設備】

　・上水（想定使用量　　　　　　　　　m3/日） ・下水（処理方法：　　　　　　　、浄化槽処理値　　　　㎎／L）

　・ガス（想定使用量　　　　　　　　　m3/日）

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【電気設備】

　・電力（想定使用電力　　　　　　　　　Kw）

　・電話（想定回線数と種類：　・　一般　　　回線、　・　ＩＳＤＮ　　　回線、　・　その他（光）　　　　回線）　　　

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 【その他】

　・維持保全、運営

（　・小型（2t以下）　・中型（2t～5t）　・大型（5t～10t）

内 容

（　・小型（2t以下）　・中型（2t～5t）　・大型（5t～10t）

（　・小型（2t以下）　・中型（2t～5t）　・大型（5t～10t）

（　・小型（2t以下）　・中型（2t～5t）　・大型（5t～10t）

バイク（

項 目

その他特筆すべき事項：

｛うち官用車（

自転車（

４　施設要件



項 目 具体的内容（イメージ図等を含む）

４　施設要件



改修内容等 【○○棟】

構造（ ）造 地上（ ）階 地下（ ）階

延床面積（ ）㎡ ）年

【○○改修】

【○○改修】

入居官署等 【入居官署】

（ ） （ ）

（ ） （ ）

【入居官署相互の関連】

施工時の配慮事項 【予定工期】

【施工計画・仮設計画】

【安全対策】

【施工方法】

【既存設備】

その他 【その他】

４　施設要件（改修）

建築年次（

内 容項 目



４　施設要件（改修）

項 目 具体的内容（イメージ図等を含む）



　　　　　　　５　コスト配分表

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

-

-

-

100.0%

- -

-

-

100.0%

- -

-

-

100.0%

- -

-

100.0%

- -

-

- -

-

延床面積（㎡）

構造・階数

予定工事費との差（千円）

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

-

100.0% 予定工事費(千円：税抜き）

項　　目

コスト配分

備　　考

建
築
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

直接仮設

土工

地業

躯体
（鉄筋、コンクリート、
  型枠、鉄骨）

仕上
（外部仕上、内部仕上）

附属屋

屋外

その他

　共通費

電
気
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

電力設備

通信設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

機
械
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

空調設備

衛生設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

昇
降
機
設
備

直接工事費 昇降機設備

　共通費

　負担金等

合計 

－

直接工事費の構成比　（参考） コスト配分

工  種

直
接
工
事
費

本
　
体

建築

電気設備

機械設備

昇降機設備

附属屋・屋外・その他

計



備 考

敷 予定敷地

地

概 敷地が位置する市町村の人口

要

都市計画等の中の位置づけ

敷地面積 （ ）㎡ 位置図・敷地平面図・測量図

を添付

交通手段 鉄道 ・（ 　　　　）駅　　・距離（　 ）ｋｍ

・（ 　　　　）駅　　・距離（　 ）ｋｍ

・（ 　　　　）駅　　・距離（　 ）ｋｍ

バス ・（ 　　　　）下車　・距離（　 ）ｋｍ

・（ 　　　　）下車　・距離（　 ）ｋｍ

その他

接道状況

道路幅員(m)

公道・私道の　種別

歩道の有無

側溝の有無

舗装の種類　　・厚さ

敷地との高低差(m)

道路の機能

境界石標 （ 箇所 ）

障害物

地上 （家屋 ） 平面図、求積図を添付

（立木 本）

（基礎 ）

（井戸 ）

（その他 ）

地中（埋設管等） （・旧建築物の地中構造体 ・電力線路 ・通信線路

・給水管 ・排水管 ・ガス管 ・消火管

・　　　　　　　　　　　　　　　）

上空（高圧電線等） （・電力線路 ・通信線路 ）

高低差 敷地内 （　・平均 ） 高低図を添付

道路との差 （　・平均 ）

傾斜 （ ）

隣接建物、工作物 （ ）

・規模 （　　　　　 ）㎡くらい

・地業 （ 杭 ）

周知の埋蔵文化財包蔵地 （ ）

敷地の前歴、盛土等 ）

・盛土の経過年数（ ）年

・前施設の名称（ ）

土質調査資料 ・当敷地 ボーリング図を添付

敷地内既存建物資料 （建築基準法計画通知用） 配置図を添付

・ （ 棟、 ㎡）

・建築面積　　　　 ㎡　　延床面積 ㎡　

・配置図

　　　

・周辺

南 北

0.00 0.00 0.00 0.00

東 西

６　敷地の状況

項 目 内 容

池 沼

盛土

河川 その他（

施設

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有 無 有

無 有

無 有

無 有

内 外



備 考

６　敷地の状況

項 目 内 容

都 特定行政庁の審査担当課

市 所在地

計 ＴＥＬ

画 都市計画区域

用途地域 第一種低層住居専用地域 第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域 第二種住居地域 準住居地域

近隣商業地域 商業地域 準工業地域

工業地域 工業専用地域 指定なし

防火地域 防火地域 準防火地域 指定なし

特別用途地区 ・

・

その他の地域地区 ・

・

・

・

・

建ぺい率・容積率 許容建ぺい率（　　　　　）％ 許容容積率（　　　　　）％

斜線制限（道路、隣地） ・東側：（　　　　　　　　　 　） 　道路幅員 東： m

・西側：（　　　　　　　　　 　） 　　　　　 西： m

・南側：（　　　　　　　　 　） 　　　　　 南： m

・北側：（　　　　　　　　 　） 　　　　　 北： m

高さ制限 （ ）ｍ

壁面後退 （ ）ｍ

日影制限 ・敷地境界から10ｍ超（　 ）時間

・敷地境界から5ｍ超10ｍ以内（　 ）時間

建築･設備に関する条例 開発行為 雨水利用

日照 排水再利用

緑化 消防設備の付加

駐車場 電波障害対策

排水 避難施設

騒音、振動 地下水利用

ユニバーサルデザイン その他

0.00

0.00

0.00

0.00

内 外 市街化区域 市街化区域外

無 有

無 有



備 考

６　敷地の状況

項 目 内 容

気 降雨

候 降雨量 ・年間降水量 mm

等 ・過去の最大10分間降水量 mm

隣接区域の水対策 ・ 少雨対策（排水再利用  井戸  雨水利用　貯水対策）

・ 多雨対策（浸水対策  災害対策）

降雪

降雪量 ・年間 ｍ ・日最大 ｍ

最大降雪深 月 ｍ

最大積雪深 月 ｍ

隣接区域の雪対策 ・ ライフライン途絶対策（電力  通信  燃料  他）

・ 雪害対策（設備の信頼性対策  他）

・ 融雪対策（駐車場  屋根  氷柱  機器周囲）

隣接区域の融雪方法 ・ 散水方式（井戸掘り  可　　否　　　　散水量　　Ｌ/㎡）

・ 温水循環方式      （融雪熱量      Ｗ/㎡）

・ ロードヒーター方式（発熱電力 Ｗ/㎡）

・ 面状ヒート方式    （発熱電力 Ｗ/㎡）

気温

最低気温 冬季の平均最低気温 ℃

月平均最低気温 ℃

凍結深度 cm

隣接区域の凍結対策 ・ 設備系の凍結対策

台風

年間台風襲来回数 平均 回/年

過去の台風時の ・ 電源

電源・通信系の被害状況 ・ 通信

隣接区域の台風対策 ・ 電源途絶対策

・ 通信途絶対策

最多風向 ・ 夏季風向

・ 冬季風向

雷

年間雷発生日数とその季節 ・ 季節

・ 発生日数 日/季節

隣接区域の雷害対策 ・ 電源系の対策

・ 通信系の対策

・ 各機器の対策

塩害その他の状況 ・

・

河川

過去の河川災害状況 ・ 堤防決壊災害

・

周囲の河川災害対策 ・ 設備システムの信頼性向上

・

周囲の河川水利用状況 ・ 未利用エネルギー活用

・

大気汚染の状況 ・

騒音の状況 ・



備 考

６　敷地の状況

項 目 内 容

電力

供給状況 ・ 供給条件  

負担金 ・ 負担金概算額 円

供給機関名（最寄の営業所）

所在地、電話番号、担当部署

電話

供給状況 ・ 供給条件  

供給機関名（最寄の営業所）

所在地、電話番号、担当部署

上水

供給状況 ・ 供給条件  ・供給圧力　（ kPa　）

・ 水道本管位置

・ 管径

・ 管種

・ 管の深さ

・ その他、土地における条例

加入金 ・ 加入金概算額 円

供給機関名（最寄の営業所）

所在地、電話番号、担当部署

下水

整備状況 雨水 ・位置 （関係官庁への確認事項）

・管径

・管種

・管の深さ

汚水排水 ・位置

・管径

・管種

・管の深さ

接続負担金 ・ 負担金概算額 円

放流先の状況 ・ 放流先

・ 放流に伴う権利金等 円

供給機関名（最寄の営業所）

所在地、電話番号、担当部署

ｶﾞｽ

整備状況 ・ ガスの種類

・ 供給圧力

・ 位置

・ 管径

・ 管種

・ 管の深さ

供給状況 ・ 供給条件

負担金 ・ 負担金概算額 円

供給機関名（最寄の営業所）

所在地、電話番号、担当部署

電波障害 ・ 予測範囲

・ 対策方法

その他の基盤施設

エ
ネ
ル
ギ
ー

等
の
供
給

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有



備 考

６　敷地の状況

項 目 内 容

そ 本工事に関連のある特殊施設 （ ）

の

他

住民の反響・要望等 ・ 反響

・ 施設立地に関する過去の反響

・ 基本的要望と根拠

敷地が位置する市町村の概要 ・

（歴史的・文化的背景等） ・

その他特記すべき事項

無 有



（別紙２）

・積算担当者
主任担当技術者（積算）
○○ ○○

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

・電気設備担当者
主任担当技術者（電気設備）
○○ ○○

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

・機械設備担当者
主任担当技術者（機械設備）
○○ ○○

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

・総合担当者
主任担当技術者（総合）
○○ ○○

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

・構造担当者
主任担当技術者（構造）
○○ ○○

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

基本設計段階 実施設計段階
確認者

・本件責任者
管理技術者
○○ ○○

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

企 画 書 対 応 確 認 書 の 標 準 的 書 式

業務名称 ○○○○業務

受注者名

確認年月日
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０　標準的書式による企画書対応確認書の作成に当たっての留意事項

１　重点整備項目等に関する対応

２　要求水準に関する対応

　２－１　要求水準に関する対応（施設）

　２－２　要求水準に関する対応（室等）

３　面積表

４　コスト管理表

　４－１　コスト管理表（基本設計着手段階）

　４－２　コスト管理表（特殊要因を決定する時点）

　４－３　コスト管理表（基本設計審査段階）

　４－４  コスト管理表（実施設計審査段階）



【全体共通事項】
・ 記入に当たっては、発注者が示した企画書の内容の設計図書への反映について、そのポイントと

なる内容、特に留意した内容等又はこれらの内容が確認できる資料（名称、頁等）を記入する。
・ 企画書で示された内容に変更が生じた場合、企画書対応確認書に変更になった旨及び変更した内

容が分かるように記入する。

【１　重点整備項目等に関する対応】
・ 企画書【１プロジェクトの視点】の「重点整備項目」及び「その他留意すべき事項」について、

対応内容を記入する。
・ 「企画書記入内容」欄には、企画書【１プロジェクトの視点】で示された内容を記入する。
・ 「自由記入欄」は、受発注者間での協議により、上記以外に対応内容を整理しておく事項がある

場合に適宜項目名を設定して活用する。
・ 基本設計段階又は実施設計段階で対応した項目について、設計図書等に反映されていることを確

認したうえで、各「確認」欄に☑をし、「基本設計段階での対応内容」欄又は「実施設計段階で
の対応内容」欄に具体的な対応内容等を記入する。

【２　要求水準に関する対応】
　（２－１　要求水準に関する対応（施設））

・ 企画書（２－１水準適用表（施設））の要求水準及び特記事項について、対応内容を記入する。
　※建物については、企画書で示された建物ごとに作成する。

・ 「要求水準分類」欄には、企画書（２－１水準適用表（施設））で示された性能の水準（企画書
で示された内容に変更が生じた場合は、変更後の性能の水準）を記入する。

・ 基本設計段階又は実施設計段階で対応した項目について、設計図書等に反映されていることを確
認したうえで、各「確認」欄に☑をし、「基本設計段階での対応内容」欄又は「実施設計段階で
の対応内容」欄に具体的な対応内容等を記入する。

　（２－２　要求水準に関する対応（室等））
・ 企画書（２－２水準適用表（室等））の要求水準及び特記事項について、対応内容を記入する。
・ 「要求水準分類」欄には、企画書（２－２水準適用表（室等））で示された性能の水準（企画書

で示された内容に変更が生じた場合は、変更後の性能の水準）を記入する。
・ 基本設計段階又は実施設計段階で対応した項目について、設計図書等に反映されていることを確

認したうえで、各「確認」欄に☑をし、「基本設計段階での対応内容」欄又は「実施設計段階で
の対応内容」欄に具体的な対応内容を記入する。

【３　面積表】
・ 「室名」欄及び「企画（計画）面積」欄には、企画書【３面積表】で示された室名及び面積を記

入する。
・ 「実行面積」欄には、基本設計審査段階及び実施設計審査段階における面積を記入する。
・ 「各段階における面積に係る調整内容」欄には、基本設計審査段階又は実施設計審査段階に至る

各段階における面積に係る調整内容等を記入する。
・ 「備考」欄には、機能上の連携、フレキシビリティー等に関する特記事項等を記入する。

【４　コスト管理表】
・ 下記の内容及び「官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイドライン」（平成26年3月19日　国

営整第234号、国営設第132号。以下｢コスト管理ガイドライン｣という。）を参照して記入する。

　（４－１基本設計着手段階）
・ 「コスト配分」欄には、企画書【５コスト配分表】で示された金額を記入する。
・ 「概算工事費算出の考え方」欄には、｢コスト管理ガイドライン｣の４（２）に従い、受発注者間

で合意形成を行った内容を記入する。
　※｢コスト管理ガイドライン｣別添１、「概算工事費算出標準書式を用いた概算算出の基本的考え方及び
　　その運用」による場合は、「コスト管理ガイドライン別添１に基づき算出」等記入する。

・ 「概算工事費の算出の根拠等」欄には、概算工事費を算出した根拠等を記入する。

　（４－２特殊要因を決定する時点、４－３基本設計審査段階、４－４実施設計審査段階）
・ 「基本設計着手段階以降の対応内容」欄及び「基本設計審査段階以降の対応内容」欄には、設計

内容を見直した項目のうち、コストに大きく影響を及ぼす内容について記入する。

０　標準的書式による企画書対応確認書の作成に当たっての留意事項



確認 基本設計段階での対応内容 確認 実施設計段階での対応内容

そ
の
他
留
意
す
べ
き
事
項

自
由
記
入
欄

１　重点整備項目等に関する対応

重
点
整
備
項
目

企画書
記入内容

基本設計審査段階 実施設計審査段階



建物（　　　　）

要求水準分類 確認 基本設計段階での対応内容 確認 実施設計段階での対応内容

地域性 地域性 Ⅰ･Ⅱ

景観性 景観性 Ⅰ･Ⅱ

長寿命 ○･－

適正使用・適正処理 ○･－

ｴｺﾏﾃﾘｱﾙ ○･－

省ｴﾈﾙｷﾞｰ・省資源 ○･－

地域生態系保全 ○･－

周辺環境配慮 ○･－

構造体 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

建築非構造
部材

Ａ･Ｂ

建築設備 甲･乙

対津波 ○･－

構造体 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

建築非構造
部材

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

建築設備 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

構造体 ○･－

外部空間、建築
及び建築設備 ○･－

対落雷 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

常時荷重 ○･－

機能
維持性

機能維持性 Ⅰ･Ⅱ

防犯性 防犯性

移動 ○･－

操作 ○･－

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ
ﾃﾞｻﾞｲﾝ

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ ○･－

衛生環境 ○･－

振動 風 ○･－

情報化
対応性

情報化
対応

情報交流機能 Ⅰ･Ⅱ･－

構造体 ○･－

建築非構造
部材

○･－

建築設備 ○･－

ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨ Ⅰ･Ⅱ

作業性 ○･－

更新性 ○･－

小項目

利便性

室内
環境性

経済性

耐用性

環境
保全性

環境負荷
低減性

Ⅰ･Ⅱ

２－１　要求水準に関する対応（施設）【建物】

耐久性

保全性

耐震

対火災
火災時の
避難安全確保

耐風

耐雪・
耐寒

機能性

基本設計審査段階 実施設計審査段階

周辺環境
保全性

安全性

防災性

社会性

大項目 中項目
要求水準
分類種類



外部空間

要求水準分類 確認 基本設計段階での対応内容 確認 実施設計段階での対応内容

地域性 地域性 Ⅰ･Ⅱ

景観性 景観性 Ⅰ･Ⅱ

長寿命 ○･－

適正使用・適正処理 ○･－

ｴｺﾏﾃﾘｱﾙ ○･－

省ｴﾈﾙｷﾞｰ・省資源 ○･－

地域生態系保全 ○･－

周辺環境配慮 ○･－

構造体

建築非構造
部材

Ａ･Ｂ

建築設備 甲･乙

対津波 ○･－

構造体

建築非構造
部材

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

建築設備 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

構造体

外部空間、建築
及び建築設備 ○･－

対落雷

常時荷重 ○･－

機能
維持性

機能維持性 Ⅰ･Ⅱ

防犯性 防犯性 ○･－

移動 ○･－

操作 ○･－

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ
ﾃﾞｻﾞｲﾝ

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ ○･－

衛生環境

振動 風

情報化
対応性

情報化
対応

情報交流機能

構造体

建築非構造
部材

○･－

建築設備 ○･－

ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨ

作業性 ○･－

更新性 ○･－

機能性

利便性

室内
環境性

経済性

耐用性

要求水準
分類種類

Ⅰ･Ⅱ

耐久性

保全性

耐震

周辺環境
保全性

安全性

防災性

火災時の
避難安全確保

耐風

耐雪・
耐寒

対火災

２－１　要求水準に関する対応（施設）【外部空間】

大項目 中項目 小項目
基本設計審査段階 実施設計審査段階

社会性

環境
保全性

環境負荷
低減性



確認 基本設計段階での対応内容 確認 実施設計段階での対応内容

大項目 中項目
要求水準
分類種類

要求水準
分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化対応 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

大項目 中項目
要求水準
分類種類

要求水準
分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化対応 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

大項目 中項目
要求水準
分類種類

要求水準
分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化対応 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

大項目 中項目
要求水準
分類種類

要求水準
分類

耐火 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

初期火災の
拡大防止

Ⅰ･Ⅱ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ

防犯性 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

Ⅰ･Ⅱ･－

人の動作及び
設備振動

○･－

交通 ○･－

情報化対応 Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

対浸水

防犯性

機能性

室内環境

対火災

対浸水

防犯性

機能性

室内環境

空気環境

振動

対火災

室の概要・室の要件

機能性

室内環境

音環境

光環境

熱環境

空気環境

振動

情報処理機能

安全性

防災性

対火災

対浸水

防犯性

（室名）

情報処理機能

音環境

光環境

熱環境

２－２　要求水準に関する対応（室等）【形式１】

小項目 （室名）

振動

情報処理機能

安全性

防災性

防災性

室の概要・室の要件

安全性

熱環境

音環境

光環境

空気環境

室の概要・室の要件

小項目

安全性

機能性

小項目

基本設計審査段階 実施設計審査段階

（室名）

室内環境

対浸水

防災性

対火災

小項目

熱環境

空気環境

振動

（室名）

防犯性

情報処理機能

音環境

光環境

室の概要・室の要件



防犯性 情報化対応

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ Ⅰ･Ⅱ Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－ Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－ Ⅰ･Ⅱ･－ ○･－ ○･－ Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･－

確認

基本
設計
段階
での
対応
内容

確認

実施
設計
段階
での
対応
内容

室の概要
室の要件

確認

基本
設計
段階
での
対応
内容

確認

実施
設計
段階
での
対応
内容

室の概要
室の要件

確認

基本
設計
段階
での
対応
内容

確認

実施
設計
段階
での
対応
内容

室の概要
室の要件

確認

基本
設計
段階
での
対応
内容

確認

実施
設計
段階
での
対応
内容

　要求水準分類

　基本設計
　審査段階

　実施設計
　審査段階

　要求水準分類

　基本設計
　審査段階

　実施設計
　審査段階

　要求水準分類

　基本設計
　審査段階

　実施設計
　審査段階

２－２　要求水準に関する対応（室等）【形式２】

室の概要
室の要件

　要求水準分類種類

室名

対浸水

　基本設計
　審査段階

　実施設計
　審査段階

　要求水準分類

防災性

人の動作
及び

設備振動

交通

大項目

中項目

小項目

室内環境

対火災

安全性

耐火

機能性

防犯性 音環境 光環境 熱環境 空気環境 振動 情報処理
機能

初期火災
の

拡大防止



基本設計審査段階 実施設計審査段階

面積　計 0 0 0

３　面積表

室　　　名
企画（計画）
面積（㎡）

実行面積（㎡）
各段階における面積に係る調整内容 備　　　考



金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

- -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- - - -

- -

延床面積（㎡）

構造・階数

予定工事費との差（千円）

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

- -

100.0% 100.0% 予定工事費(千円：税抜き)

４－１　コスト管理表（基本設計着手段階）

項　　目

コスト配分 概算工事費（基本設計着手段階）

概算工事費算出の考え方

附属屋

屋外

その他

　共通費

建
築
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

直接仮設

土工

地業

躯体
（鉄筋、コンクリー
ト、型枠、鉄骨）

仕上
（外部仕上、内部仕
上）

通信設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

衛生設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

　負担金等

直接工事費 昇降機設備

　共通費

電
気
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

電力設備 概算工事費の算出の根拠等

合計 

－

直接工事費の構成比　（参考） コスト配分 概算工事費（基本設計着手段階）

機
械
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

空調設備

昇
降
機
設
備

工  種

直
接
工
事
費

本
　
体

建築

電気設備

機械設備

昇降機設備

附属屋・屋外・その他

計



金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

 鉄筋

 コンクリート

 型枠

 鉄骨

 外部仕上

 内部仕上

- -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- - - -

- -

延床面積（㎡）

構造・階数

予定工事費との差（千円）

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

- -

100.0% 100.0% 予定工事費(千円：税抜き)

４－２　コスト管理表（特殊要因を決定する時点）

項　　目

概算工事費（基本設計着手段階） 概算工事費（特殊要因を決定する時点）
基本設計着手段階以降の

対応内容

建
築
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

直接仮設

土工

地業

躯体

仕上

附属屋

屋外

その他

　共通費

電
気
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

電力設備

通信設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

機
械
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

空調設備

衛生設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

　共通費

概算工事費（基本設計着手段階） 概算工事費（特殊要因を決定する時点）

　負担金等

合計 

直接工事費の構成比　（参考）

昇
降
機
設
備

直接工事費 昇降機設備

工  種

直
接
工
事
費

本
　
体

建築

電気設備

機械設備

昇降機設備

附属屋・屋外・その他

計



金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

 鉄筋

 コンクリート

 型枠

 鉄骨

 外部仕上

 内部仕上

- -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- - - -

- -

延床面積（㎡）

構造・階数

予定工事費との差（千円）

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

- -

100.0% 100.0% 予定工事費(千円：税抜き)

４－３　コスト管理表（基本設計審査段階）

項　　目

概算工事費（基本設計着手段階） 概算工事費（基本設計審査段階）
基本設計着手段階以降の

対応内容

建
築
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

直接仮設

土工

地業

躯体

仕上

附属屋

屋外

その他

　共通費

電
気
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

電力設備

通信設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

機
械
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

空調設備

衛生設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

　共通費

概算工事費（基本設計着手段階） 概算工事費（基本設計審査段階）

　負担金等

合計 

直接工事費の構成比　（参考）

昇
降
機
設
備

直接工事費 昇降機設備

工  種

直
接
工
事
費

本
　
体

建築

電気設備

機械設備

昇降機設備

附属屋・屋外・その他

計



金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

 鉄筋

 コンクリート

 型枠

 鉄骨

 外部仕上

 内部仕上

- -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

100.0% 100.0%

- - - -

- -

- - - -

- -

延床面積（㎡）

構造・階数

予定工事費との差（千円）

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

金額(千円) 単価(円/㎡)
構成比
率(%)

- -

100.0% 100.0% 予定工事費(千円：税抜き)

４－４　コスト管理表（実施設計審査段階）

項　　目

概算工事費（基本設計審査段階） 概算工事費（実施設計審査段階）
基本設計審査段階以降の

対応内容

建
築
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

直接仮設

土工

地業

躯体

仕上

附属屋

屋外

その他

　共通費

電
気
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

電力設備

通信設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

機
械
設
備
工
事

直
接
工
事
費

建
物
本
体

空調設備

衛生設備

附属屋・屋外・その他

　共通費

合計 

直接工事費の構成比　（参考） 概算工事費（基本設計審査段階） 概算工事費（実施設計審査段階）

昇
降
機
設
備

直接工事費 昇降機設備

　共通費

　負担金等

工  種

直
接
工
事
費

本
　
体

建築

電気設備

機械設備

昇降機設備

附属屋・屋外・その他

計


